
平成 26 年 1 月期 決算短信（非連結） 

平成 26 年 3月 11 日 

ベンチャーファンド発行者名       ベンチャービジネス証券投資法人   上場取引所 東証 
コ ー ド 番 号     ８７２０               URL  http://www.venture-toushin.jp/ 
代 表 者 の 役 職 ・ 氏 名    執行役員  工藤 修二 
資 産 運 用 会 社 名    三井住友アセットマネジメント株式会社 
代 表 者 の 役 職 ・ 氏 名    代表取締役社長     前田 良治 
連 絡 先 担 当 者 名    ディスクロージャー部 三島 克哉  TEL (03) 5405－0228 
有価証券報告書提出予定日       平成26年4月25日 
                                                （百万円未満切捨て） 
１. 平成 26 年 1 月期の運用、資産の状況（平成 25 年 2 月 1日～平成 26 年 1月 31 日） 
 
(1)運用状況                                  （％表示は対前期増減率） 
 営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益 

 百万円  ％ 百万円 ％ 百万円  ％ 百万円  ％

26 年 1 月期
25 年 1 月期 

  220 (21.3) 
  181 ( － ) 

173 (28.0) 
 135 ( － ) 

173 (28.0) 
  135 ( － ) 

 172 (28.3) 
 134 ( － )

 

 

 
１口当たり 

当期純利益 

自 己 資 本 

当期純利益率 

総 資 産 

経常利益率 

営 業 収 益 

営業利益率 

  円 ％ ％ ％

26 年 1 月期
25 年 1 月期 

     406 
316 

13.7
12.2

13.4 
11.8 

78.8
74.6

(注)①期中平均投資口数 26 年 1 月期 426,060 口  25 年 1 月期   426,060 口 
②会計処理の方法の変更 無 
③自己資本当期純利益率、総資産経常利益率の算定において、自己資本、総資産は期首と期末の純資産 
総額、総資産の平均値をそれぞれ使用しております。 

 
(2)財政状態 

 総資産額 純資産額 自己資本比率 １口当たり純資産額

 百万円 百万円 ％ 円
26 年 1 月期
25 年 1 月期 

1,385 
1,208 

1,348
1,175

97.3  
97.3  

3,164
2,758

 
(3)キャッシュ･フローの状況 

 
営 業 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高          

 百万円 百万円 百万円 百万円
26 年 1 月期
25 年 1 月期 

331 
20 

－ 
－ 

－  
－  

684
352

 
 
２．収益分配状況 

・現金による分配 １口当たり収益分配金 

期末 年間 

収益分配金総額
(年間) 

配当性向 
純資産 
配当率 

  円  円 百万円 ％ ％

26 年 1 月期 
25 年 1 月期 

   0.00 
   0.00 

   0.00
   0.00

   0.00
   0.00

   － 
   － 

   －
   －

 
 
３．その他 
(1)会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 
① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更   無 
② ①以外の会計方針の変更                 無 
③ 会計上の見積りの変更                   無 
④ 修正再表示                             無 
(2) 発行済投資口数 
期末発行済投資口数 26 年 1 月期 426,060 口   25 年 1 月期 426,060 口 
 

※この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品取引 
 法に基づく財務諸表の監査手続は終了していません。 
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１.【投資法人の概況】 

（１）【主要な経営指標等の推移】 

決算年月日 平成22年１月31日 平成23年１月31日 平成24年１月31日 平成25年１月31日 平成26年１月31日

営業収益 △138,245千円 △47,989千円 △34,121千円 181,918千円 220,679千円

経常利益金額又は経

常損失金額（△で標

記） 

△187,949千円 △97,803千円 △81,279千円 135,747千円 173,814千円

当期純利益金額又は

当期純損失金額（△で

標記） 

△188,057千円 △98,385千円 △82,277千円 134,830千円 172,930千円

出資総額 4,260,600千円 4,260,600千円 4,260,600千円 4,260,600千円 4,260,600千円

発行済投資口総数 426,060口 426,060口 426,060口 426,060口 426,060口

純資産額 1,221,040千円 1,122,654千円 1,040,377千円 1,175,207千円 1,348,138千円

総資産額 1,244,275千円 1,170,042千円 1,096,843千円 1,208,097千円 1,385,464千円

１口当たり純資産額 2,866円 2,635円 2,442円 2,758円 3,164円

１口当たり当期純利

益金額又は当期純損

失金額（△で標記） 

△441円 △231円 △193円 316円 406円

分配総額 ― ― ― ― ―

１口当たり分配金額 ― ― ― ― ―

うち１口当たり利益

の分配金額 
― ― ― ― ―

うち１口当たり出資

の戻し金額 
― ― ― ― ―

 自己資本比率 98.13％ 95.95％ 94.85％ 97.28％ 97.31％

自己資本利益率 ― ― ― 12.17％ 13.71％

 （注） 自己資本比率：純資産額から新株予約権の金額を控除した額を総資産額で除した割合 

     自己資本利益率：当期純利益金額を期中平均純資産額で除した割合 

本書では、特段の記載のない限り、金額については切捨て、比率については四捨五入により表示しています。 

         １口当たり純資産額および１口当たり当期純利益金額又は当期純損失金額は、記載未満の数値を四捨五入によ 

          り表示しています。 

 

 

（２）【投資法人の出資総額】 

 本書提出日現在の本投資法人の出資総額、発行可能投資口総口数及び発行済投資口総数は次の通りです。 

出資総額           4,260,600,000円 

発行可能投資口総口数       1,000,000口 

発行済投資口総数          426,060口 

 

 最近５年間における出資総額及び発行済投資口総数の増減 

 出資総額及び発行済投資口総数の増減はありません。 
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（３）【主要な投資主の状況】 

氏名または名称 住所 
所有投資口数 

（口） 

比率 

（％） 

公益財団法人大阪産業振興機構 大阪府大阪市中央区本町橋２番５号 100,000 23.47

大和信用金庫 奈良県桜井市大字桜井281番11号 40,000 9.38

カブドットコム証券株式会社 東京都千代田区大手町一丁目３番２号 21,990 5.16

安藤 幸夫 愛知県名古屋市東区 16,480 3.86

株式会社秋田銀行 秋田県秋田市山王三丁目２番１号 14,200 3.33

合計  192,670 45.22

・平成26年１月末日現在における所有投資口数の上位５位までを掲載しています。 

・比率欄は、総投資口数に対する所有投資口数の比率で、小数点以下第３位を切捨て表示しています。 

 

２.【運用状況】 

（１）【投資状況】 

（平成26年１月31日現在） 

資産の種類 地域別 時価合計（円） 投資比率（％） 

株式（公開株） 562,115,100 40.57

株式（未公開株） 
日本 

125,000,003 9.02

現金およびその他の資産 日本 698,349,359 50.41

合計（資産総額）  1,385,464,462 100.00

・投資比率とは、投資法人の資産総額に対する当該資産の時価の比率をいいます。 

・投資比率は、小数点第３位を四捨五入してあります。 

（平成26年１月31日現在） 

 金額（円） 資産総額に対する比率（％） 

負債総額 37,326,024 2.69

純資産総額 1,348,138,438 97.31

・比率は、小数点第３位を四捨五入してあります。 

 

（２）【投資資産】 

①【投資有価証券の主要銘柄】 

 （平成26年１月31日現在上位30銘柄、単位：円） 

帳簿価額 評価額 
銘柄 業種 

株数 

数量 
単価／金額 単価／金額 

投資 

比率 
参考

株式会社ナガオカ 金属製品 500
130,000

65,000,000

130,000 

65,000,000 
4.82％ ＊ 

日本テレネット株式会社 サービス業 200
300,000

60,000,000

300,000 

60,000,000 
4.45％ ＊ 

大塚ホールディングス 医薬品 10,000
2,909

29,086,544

3,146 

31,460,000 
2.33％  

サントリー食品インターナショナル 食料品 8,800
3,171

27,904,808

3,355 

29,524,000 
2.19％  

ワイヤレスゲート 情報・通信業 7,500
3,849

28,864,853

3,935 

29,512,500 
2.19％  

ジャパンマテリアル サービス業 13,000
2,128

27,663,690

2,093 

27,209,000 
2.02％  

新田ゼラチン 化学 27,000
1,076

29,060,196

970 

26,190,000 
1.94％  
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帳簿価額 評価額 
銘柄 業種 

株数 

数量 
単価／金額 単価／金額 

投資 

比率 
参考

日本コンセプト 
倉庫・運輸関

連業 
13,500

2,097

28,314,025

1,910 

25,785,000 
1.91％  

ダイト 医薬品 16,000
1,443

23,088,000

1,540 

24,640,000 
1.83％  

ＩＣＤＡホールディングス 小売業 13,300
1,965

26,130,080

1,839 

24,458,700 
1.81％  

アニコム ホールディングス 保険業 19,000
1,076

20,449,700

1,179 

22,401,000 
1.66％  

オープンハウス 不動産業 12,000
2,352

28,226,812

1,837 

22,044,000 
1.64％  

ｅｎｉｓｈ 情報・通信業 7,500
2,897

21,729,238

2,740 

20,550,000 
1.52％  

ポーラ・オルビスホールディングス 化学 5,700
2,807

16,000,185

3,440 

19,608,000 
1.45％  

ポールトゥウィン・ピットクルーホールデ

ィングス 
情報・通信業 11,500

1,601

18,414,553

1,686 

19,389,000 
1.44％  

コロプラ 情報・通信業 5,300
4,050

21,466,446

3,650 

19,345,000 
1.43％  

カルビー 食料品 7,600
2,435

18,507,729

2,377 

18,065,200 
1.34％  

鴻池運輸 陸運業 11,200
1,377

15,420,272

1,520 

17,024,000 
1.26％  

イートアンド 食料品 8,500
1,235

10,497,500

1,810 

15,385,000 
1.14％  

テラプローブ 電気機器 12,500
1,390

17,371,986

1,190 

14,875,000 
1.10％  

島根銀行 銀行業 10,900
1,273

13,871,756

1,336 

14,562,400 
1.08％  

Ｐａｌｔａｃ 卸売業 10,500
1,140

11,970,000

1,378 

14,469,000 
1.07％  

クロタニコーポレーション 卸売業 24,000
638

15,312,000

596 

14,304,000 
1.06％  

サンヨーホームズ 建設業 21,200
1,000

21,200,000

666 

14,119,200 
1.05％  

八洲電機 卸売業 29,500
408

12,031,575

449 

13,245,500 
0.98％  

ＡＧＳ 情報・通信業 16,800
473

7,950,600

689 

11,575,200 
0.86％  

ヒト・コミュニケーションズ 情報・通信業 6,000
1,877

11,261,635

1,810 

10,860,000 
0.81％  

ウチヤマホールディングス サービス業 17,200
619

10,644,220

620 

10,664,000 
0.79％  

マックスバリュ九州 小売業 6,000
1,288

7,729,860

1,681 

10,086,000 
0.75％  

全国保証 その他金融業 2,000
3,445

6,890,440

4,840 

9,680,000 
0.72％  

・平成26年１月31日現在の保有投資有価証券銘柄数は、公開銘柄36銘柄、未公開銘柄6銘柄です。 

・参考欄＊は未公開銘柄です。 

・上場株式については「株式会社」の表示を省略しております。 

・投資比率は純資産総額に対する評価額の比率です。 



ベンチャービジネス証券投資法人（8720） 平成 26 年 1月期 決算短信（非連結） 

－ 5 － 

種類別・業種別の投資比率 

 （平成26年１月31日現在、単位：円） 

種類 業種 評価金額 投資比率 種類 業種 評価金額 投資比率 

60,000,001 4.45％ － －サービス業 

 115,019,401 8.53％

保険業 

 22,401,000 1.66％

－ － － －情報・通信業 

 111,231,700 8.25％

不動産業 

 22,044,000 1.64％

65,000,000 4.82％ － －金属製品 

 65,000,000 4.82％

陸運業 

 17,024,000 1.26％

－ － － －食料品 

 62,974,200 4.67％

電気機器 

 14,875,000 1.10％

2 0.00％ － －医薬品 

 56,100,002 4.16％

銀行業 

 14,562,400 1.08％

－ － － －化学 

 45,798,000 3.40％

建設業 

 14,119,200 1.05％

－ － － －小売業 

 44,258,700 3.28％

その他金融業 

 9,680,000 0.72％

－ － － －卸売業 

 42,018,500 3.12％

株式

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

鉱業 

 4,224,000 0.31％

－ －

株式 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

倉庫・運輸関連業 

 25,785,000 1.91％
    687,115,103 50.97％

・株式の各業種上段は、未公開株で内書きです。 

・投資比率は純資産総額に対する評価金額の比率です。 

 

②【投資不動産物件】 

 該当事項はありません。 

 

③【その他投資資産の主要なもの】 

 該当事項はありません。 

 

投資事業有限責任組合を通じて投資を行った株式等 

 該当事項はありません。 

 

 

 

３.【継続企業の前提に関する重要事象等】 

（１）【継続企業の前提に関する重要事象等】 

              該当事項はありません。 

    （２）【その他】 

           本投資法人は平成24年12月12日開催の投資主総会において、存続期間を平成27年1月31日までとすることが 

      決議されました。存続期間が満了いたしますと、投資信託及び投資法人に関する法律の規定により、本投資 

法人は解散することとなり、また、これに伴い、東京証券取引所が定める「有価証券上場規程」および｢有価 

証券上場規程施行規則｣により、本投資法人が発行する投資証券の上場が廃止されることとなります。 
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４.【財務諸表】 

（１）【貸借対照表】 

 （単位：千円）

 
前期 

(平成25年１月31日) 

当期 

(平成26年１月31日) 

資産の部 

流動資産 

現金及び預金 352,980 684,801

有価証券 576,912 562,115

未収入金 453 12,534

未収配当金 1,193 1,013

流動資産合計 931,539 1,260,464

固定資産 

投資その他の資産 

投資有価証券 276,558 125,000

投資その他の資産合計 276,558 125,000

固定資産合計 276,558 125,000

資産合計 1,208,097 1,385,464

負債の部 

流動負債 

未払金 17,712 20,945

未払費用 13,777 15,045

未払法人税等 950 950

繰延税金負債 436 370

預り金 12 14

流動負債合計 32,889 37,326

負債合計 32,889 37,326

純資産の部 

投資主資本 

出資総額 ※２ 4,260,600 ※２ 4,260,600

剰余金 

当期未処分利益又は当期未処理損失（△） △3,085,392 △2,912,461

剰余金合計 △3,085,392 △2,912,461

投資主資本合計 1,175,207 1,348,138

純資産合計 ※１ 1,175,207 ※１ 1,348,138

負債純資産合計 1,208,097 1,385,464
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（２）【損益計算書】 

 （単位：千円）

 

前期 

自 平成24年２月１日 

至 平成25年１月31日 

当期 

自 平成25年２月１日 

至 平成26年１月31日 

営業収益 

受取配当金 11,710 9,303

受取利息 65 116

有価証券売買等損益 170,129 210,501

その他の営業収入 13 757

営業収益合計 181,918 220,679

営業費用 

執行役員及び監督役員報酬 3,600 3,600

資産運用報酬 11,405 13,763

資産保管手数料 1,154 1,392

一般事務委託手数料 14,874 14,641

その他営業費用 15,137 13,468

営業費用合計 46,172 46,865

営業利益 135,746 173,813

営業外収益 

雑収入 1 1

営業外収益合計 1 1

経常利益 135,747 173,814

税引前当期純利益 135,747 173,814

法人税、住民税及び事業税 950 950

法人税等調整額 △33 △65

法人税等合計 916 884

当期純利益 134,830 172,930

前期繰越損失（△） △3,220,222 △3,085,392

当期未処分利益又は当期未処理損失（△） △3,085,392 △2,912,461
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（３）【投資主資本等変動計算書】 

前期（自 平成24年２月１日 至 平成25年１月31日） 

（単位：千円）

 投資主資本 

 剰余金 

 
出資総額 当期未処分利

益又は当期未

処理損失（△）

剰余金合計 
投資主資本合計 

純資産合計 

当期首残高 ※１ 4,260,600 △3,220,222 △3,220,222 1,040,377 1,040,377

当期変動額  

当期純利益 134,830 134,830 134,830 134,830

当期変動額合計 － 134,830 134,830 134,830 134,830

当期末残高 ※１ 4,260,600 △3,085,392 △3,085,392 1,175,207 1,175,207

 

当期（自 平成25年２月１日 至 平成26年１月31日） 

（単位：千円）

 投資主資本 

 剰余金 

 
出資総額 当期未処分利

益又は当期未

処理損失（△）

剰余金合計 
投資主資本合計 

純資産合計 

当期首残高 ※１ 4,260,600 △3,085,392 △3,085,392 1,175,207 1,175,207

当期変動額  

当期純利益 172,930 172,930 172,930 172,930

当期変動額合計 － 172,930 172,930 172,930 172,930

当期末残高 ※１ 4,260,600 △2,912,461 △2,912,461 1,348,138 1,348,138

 

 

（４）【金銭の分配に係る計算書】 

前期 

自 平成24年２月１日 

至 平成25年１月31日 

当期 

自 平成25年２月１日 

至 平成26年１月31日 区分 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 当期未処理損失 3,085,392 2,912,461 

Ⅱ 分配金 － － 

（投資口１口当たりの分配金の額） （－円） （－円）

Ⅲ 次期繰越損失 3,085,392 2,912,461 

Ⅳ 分配金の額の算出方法 本投資法人の規約第28条第１項に定

める分配可能金額が０円のため、分

配を行っておりません。 

同左 
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（５）【キャッシュ・フロー計算書】 

 （単位：千円）

 

前期 

自 平成24年２月１日 

至 平成25年１月31日 

当期 

自 平成25年２月１日 

至 平成26年１月31日 

営業活動によるキャッシュ・フロー 

税引前当期純利益 135,747 173,814

受取利息及び受取配当金 △11,775 △9,419

有価証券の増減額(△は増加） △152,970 14,797

投資有価証券の増減額(△は増加） 59,488 151,558

未収入金の増減額（△は増加） 2,267 △11,587

未払金の増減額（△は減少） △23,403 3,233

未払費用の増減額（△は減少） △142 1,267

その他 2 1

小計 9,213 323,665

利息及び配当金の受取額 11,776 9,599

法人税等の支払額 △873 △1,443

営業活動によるキャッシュ・フロー 20,116 331,821

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 20,116 331,821

現金及び現金同等物の期首残高 332,863 352,980

現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 352,980 ※１ 684,801

 

 

（６）【注記表】 

１．継続企業の前提に関する注記 

該当事項はありません。 

 

２．重要な会計方針に関する注記 

（1）売買目的有価証券 

時価法を採用しております。 

なお、売却原価は移動平均法により算定しております。 

（2）その他有価証券 

時価のないもの 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

移動平均法に基づく原価法を採用しております。 

２．収益及び費用の計上基準 受取配当金の計上基準 

 原則として、上場株式の配当落ち日において、確定配当金額又は予想配当金額を計

上しております。 

３．キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

 キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、当

座預金及び普通預金等の預入れ期間が３ヶ月を超えない預金等としております。 

４．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費税等の処理方法 

 消費税等の会計処理は、税込方式によっております。 

 

３．貸借対照表に関する注記 

※１ 「投資信託及び投資法人に関する法律」第67条第４項に規定する最低純資産額 

 前期 

（平成25年１月31日） 

当期 

（平成26年１月31日） 

50,000千円 50,000千円

 

※２ 投資主資本の欠損 

前期 

（平成25年１月31日） 

 当期 

（平成26年１月31日） 

 貸借対照表上の純資産額が出資総額を下回っており、そ

の差額は3,085,392千円であります。 

 貸借対照表上の純資産額が出資総額を下回っており、そ

の差額は2,912,461千円であります。 
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４．損益計算書に関する注記 

前期 

自 平成24年２月１日 

至 平成25年１月31日 

当期 

自 平成25年２月１日 

至 平成26年１月31日 

 該当事項はありません。  該当事項はありません。 

 

５．投資主資本等変動計算書に関する注記 

※１ 発行可能投資口総口数および発行済投資口総口数 

 
前期 

（平成25年１月31日） 

当期 

（平成26年１月31日） 

発行可能な投資口の総数 1,000,000口 1,000,000口

発行済投資口総口数 426,060口 426,060口

 

６．キャッシュ・フロー計算書に関する注記 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

 

前期 

自 平成24年２月１日 

至 平成25年１月31日 

当期 

自 平成25年２月１日 

至 平成26年１月31日 

現金及び預金勘定 352,980千円 684,801千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 －千円 －千円

現金及び現金同等物 352,980千円 684,801千円

 

７．リース取引に関する注記 

前期 

自 平成24年２月１日 

至 平成25年１月31日 

当期 

自 平成25年２月１日 

至 平成26年１月31日 

 該当事項はありません。  該当事項はありません。 

 

８．金融商品に関する注記 

（１）金融商品の状況に関する事項 

①金融商品に対する取組方針 

 ⅰ．金融資産の運用方針 

本投資法人は規約に定める運用方針に従い、国内株式を主要投資対象とし、運用資産の 

中長期的な成長に資することを目的としており、また、わが国の地方経済の発展および地 

方分権への流れを中長期的に捉え、その中心となると考えられる大阪府下の未公開企業の 

発行する株式等に一定の投資を行うことを基本方針としております。なお、余資に関して 

安全性および流動性を重視し、預金および合同金銭信託に限定して運用しており、投機的 

取引を行わない方針です。 

 ⅱ．金融負債の調達方針 

   本投資法人は規約第25条により、資金借入れおよび投資法人債の発行を行いません。 

ⅲ．業務の概要 

本投資法人は、投資信託及び投資法人に関する法律第2条第12項に定める投資法人であ 

り、規約に定める運用方針に従い、有価証券等の金融商品に対して投資として運用するこ 

とを目的としております。 

 

②金融商品の内容およびそのリスク 

 ⅰ．金融商品の内容 

   本投資法人の投資対象は規約に定めており、当計算期間において組入れた主要な金融商 

品は公開株式および未公開株式です。当期末の保有残高については、附属明細表に記載し 

ております。 
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 ⅱ．金融商品に関するリスク 

本投資法人が保有する金融商品にかかる主なリスクとしては、株価変動リスク等の市場 

リスク、信用リスクおよび流動性リスクがあります。 

     公開株式および未公開株式に関するリスク 

・市場リスク 

        公開株式については、主に株式市場の相場変動による価格変動リスクがありま 

す。 

・信用リスク 

公開株式および未公開株式については、当該株式等を発行する企業の信用状況 

の悪化により、企業価値が著しく毀損するリスクがあります。 

  ・流動性リスク 

公開株式については、市場動向や取引量等の状況により、取引できる金額が少 

なかったり、場合によっては取引できないリスクや、通常よりも不利な価格で 

の取引を余儀なくされたりするリスクがあります。 

また、未公開株式等については、取引市場がなく相対取引となることから、 

公開株式に比し流動性が著しく劣るため、速やかに売却できないリスクや取 

引価格が著しく低くなるリスクがあります。 

 

③金融商品に係るリスク管理体制 

 資産運用会社では、運用部署から独立した管理組織を設置し、リスク管理の実効性を高め、また

コンプライアンスの徹底を図ることとし、そのチェックの結果については、運用評価、リスク管理

ならびにコンプライアンスに関する委員会に対し、モニタリング部署からの報告が義務づけられて

います。また、資産運用会社は必要な事項を本投資法人役員会に報告を行っております。 

 

公開株式および未公開株式に関するリスク管理 

 

 ・市場リスクの管理 

  株式についての市場リスク管理体制については、まず、投資時点において、利益成長 

が可能と予想される有望銘柄を選定し、妥当な価格で、業種ならびに銘柄の分散に留意 

して投資を行うことにより、価格下落のリスクを極力排除することを基本方針としてお 

ります。 

投資後は、個別銘柄の騰落の影響がファンドへ大きく反映されることを回避するとと 

もに、他の銘柄との分散投資効果を高めることを目的に、１銘柄当たりの組入比率の上 

限を設け、日々モニタリングを行っています。 

 

・信用リスクの管理 

公開株式についての信用リスク管理体制については、投資候補先企業の事業の成長 

性、財務内容、経営者の資質、投資採算性等について総合的に評価を行い、投資の可否 

を判断しております。また、投資後は、投資先企業の財務状況や事業計画の進捗度等の 

経営状況について継続的に把握に努め、投資先企業の継続保有の可否を含めたモニタリ 

ングを実施しております。 

一方、未公開株式等についての信用リスク管理体制については、関連運用グループの 

メンバーにより投資委員会を組織し、投資候補先企業の事業の成長性、財務内容、経営 

者の資質、投資採算性等について総合的に評価を行い、投資の可否を判断しております。 

また、投資後は、投資先企業の財務状況や事業計画の進捗度等の経営状況について継 

続的に把握に努め、投資委員会で投資先企業の継続保有の可否を含めたモニタリングを 

実施しております。個別投資先企業について、株式公開が見込めなくなった、あるいは 

事業の成長性が失われたと判断した場合や実質価値が著しく毀損したと判断した場合等 

においては、第三者への譲渡等により回収に取り組む管理体制を敷いております。 

 

 ・流動性リスクの管理 

公開株式の流動性リスクについては、組入銘柄の市場取引高と比較し、保有している 

株式が一定期間でどの程度売却できるかを把握し、流動性リスクを計測しています。 

未公開株式等の流動性リスクについては、上記信用リスク管理のプロセスに則り速や 

かに行動するとともに、ベンチャーキャピタル等関係業者との取引関係の構築に努めて 
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おります。 

 

④金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

  金融商品の時価には、市場価格に基づく価格のほか、市場価格がない場合には合理的に算定 

 された価額が含まれます。当該価額の算定においては一定の前提条件を採用しているため、異 

 なる前提条件を用いた場合、当該価額が異なる場合もあります。 

 

 

（２）金融商品の時価等に関する事項 

    金融商品の貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次の通りです。 

   なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません。（（注２）参照） 

 

前期（平成25年１月31日） （単位：千円） 

項目 貸借対照表計上額 時価 差額 

a 現金及び預金 352,980 352,980 ― 

b 有価証券 576,912 576,912 ― 

 

当期（平成26年１月31日） （単位：千円） 

項目 貸借対照表計上額 時価 差額 

a 現金及び預金 684,801 684,801 ― 

b 有価証券 562,115 562,115 ― 

 

   （注１）金融商品の時価の算定方法ならびに有価証券およびデリバティブ取引に関する事項 

     a 現金及び預金 

        普通預金および決済性合同運用金銭信託であり、これらは短期間で決済されるため、時 

価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 

 

     b 有価証券 

        売買目的有価証券として保有する公開株式であり、その時価については取引所の価格に 

よっております。貸借対照表計上額と取得価額との差額は次の通りであります。 

 

前期（平成25年１月31日） 

（単位：千円） 

科目 保有区分 取得価額 貸借対照表計上額 
当期の損益に含ま

れた評価差額 

有価証券 売買目的有価証券 443,706 576,912 133,205

       ※取得価額は毎期評価を洗替えており、評価差額を当計算期間の損益に計上しております。 

 

当期（平成26年１月31日） 

（単位：千円） 

科目 保有区分 取得価額 貸借対照表計上額 
当期の損益に含ま

れた評価差額 

有価証券 売買目的有価証券 557,448 562,115 4,666

       ※取得価額は毎期評価を洗替えており、評価差額を当計算期間の損益に計上しております。 

 

     デリバティブ取引 

      該当事項はありません。 
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（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

      投資有価証券 

        その他有価証券として保有する未公開株式であり、これらについては市場価格がなく、 

かつ、合理的にキャッシュ・フローを見積ることができないことから、時価を把握する 

ことが極めて困難と認められるため、時価開示の対象とはしておりません。 

 

前期（平成25年１月31日） 

（単位：千円） 

科目 保有区分 貸借対照表計上額 時価 差額 

投資有価証券 その他有価証券 276,558 ― ― 

 

当期（平成26年１月31日） 

（単位：千円） 

科目 保有区分 貸借対照表計上額 時価 差額 

投資有価証券 その他有価証券 125,000 ― ― 

 

（注３）金銭債権および満期がある有価証券の決算日後の償還予定額 

 

前期（平成25年１月31日） 

（単位：千円） 

償還予定額 
項目 

１年以内 １年超５年以内 

金銭債権   

預金 352,980 ― 

満期がある有価証券等   

― ― ― 

         ※預金は短期間に決済される普通預金および合同運用金銭信託です。 

 

当期（平成26年１月31日） 

（単位：千円） 

償還予定額 
項目 

１年以内 １年超５年以内 

金銭債権   

預金 684,801 ― 

満期がある有価証券等  

― ― ― 

         ※預金は短期間に決済される普通預金および合同運用金銭信託です。 
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９．有価証券関係に関する注記 

前期（自 平成24年２月１日 至 平成25年１月31日） 

① 売買目的有価証券 

当計算期間の損益に含まれた評価差額    133,205千円 

 

② その他有価証券 

該当事項はありません。 

なお、その他有価証券として保有する非上場株式（貸借対照表計上額276,558千円）については、市場価格

がなく、かつ、合理的にキャッシュ・フローを見積ることができないことから、時価を把握することが極め

て困難であるため記載しておりません。 

 

③ 当計算期間に売却したその他有価証券（自 平成24年２月１日 至 平成25年１月31日） 

（単位：千円） 

種類 売却額 売却益の合計額 売却損の合計額 

（1）株式 

（2）債券 

①国債・地方債 

②社債 

③その他 

（3）その他 

44,660

－

－

－

－

269

－

－

－

－

－

－

－

－

－

合計 44,660 269 －

 

④ 減損処理を行った有価証券 

当計算期間において、有価証券について697千円（その他有価証券の株式697千円）減損処理を行っており

ます。 

 

当期（自 平成25年２月１日 至 平成26年１月31日） 

① 売買目的有価証券 

当計算期間の損益に含まれた評価差額      4,666千円 

 

② その他有価証券 

該当事項はありません。 

なお、その他有価証券として保有する非上場株式（貸借対照表計上額125,000千円）については、市場価格

がなく、かつ、合理的にキャッシュ・フローを見積ることができないことから、時価を把握することが極め

て困難であるため記載しておりません。 

 

③ 当計算期間に売却したその他有価証券（自 平成25年２月１日 至 平成26年１月31日） 

（単位：千円） 

種類 売却額 売却益の合計額 売却損の合計額 

（1）株式 

（2）債券 

①国債・地方債 

②社債 

③その他 

（3）その他 

79,557

－

－

－

－

10,970

－

－

－

－

－

－

－

－

－

合計 79,557 10,970 －

 

④ 減損処理を行った有価証券 

当計算期間において、有価証券について12,971千円（その他有価証券の株式12,971千円）減損処理を行っ
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ております。 

 

10．デリバティブ取引に関する注記 

前期（自 平成24年２月１日 至 平成25年１月31日） 

 該当事項はありません。 

 

当期（自 平成25年２月１日 至 平成26年１月31日） 

 該当事項はありません。 

 

11．退職給付に関する注記 

前期（自 平成24年２月１日 至 平成25年１月31日） 

 本投資法人は、退職給付制度がありませんので、該当事項はありません。 

 

当期（自 平成25年２月１日 至 平成26年１月31日） 

 本投資法人は、退職給付制度がありませんので、該当事項はありません。 

 

12．税効果会計に関する注記 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳 

（単位：千円） 

 
前期 

（平成25年１月31日） 

当期 

（平成26年１月31日） 

（繰延税金資産） 

投資有価証券評価損否認 164,264 58,543

繰越欠損金 962,091 926,231

評価性引当額 △1,126,356 △984,775

繰延税金資産合計 － －

（繰延税金負債） 

未収配当金 436 370

繰延税金負債合計 436 370

（繰延税金負債の純額） 436 370

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった主要

な項目別の内訳 

（単位：％） 

 
前期 

（平成25年１月31日） 

当期 

（平成26年１月31日） 

法定実効税率 39.33 36.59

（調整） 

住民税均等割 0.70 0.55

評価性引当額の増減 △39.33 △36.59

その他 △0.02 △0.04

税効果会計適用後の法人税等の負担率 0.68 0.51
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13．関連当事者との取引 

１ 親会社及び法人主要株主等 

前期（自 平成24年２月１日 至 平成25年１月31日） 

 該当事項はありません。 

 

当期（自 平成25年２月１日 至 平成26年１月31日） 

 該当事項はありません。 

 

２ 役員及び個人主要株主等 

前期（自 平成24年２月１日 至 平成25年１月31日） 

 該当事項はありません。 

 

当期（自 平成25年２月１日 至 平成26年１月31日） 

 該当事項はありません。 

 

３ 子会社等 

前期（自 平成24年２月１日 至 平成25年１月31日） 

 該当事項はありません。 

 

当期（自 平成25年２月１日 至 平成26年１月31日） 

 該当事項はありません。 

 

４ 兄弟会社等 

前期（自 平成24年２月１日 至 平成25年１月31日） 

 該当事項はありません。 

 

当期（自 平成25年２月１日 至 平成26年１月31日） 

 該当事項はありません。 

 

14．セグメント情報等に関する注記 

   （１）セグメント情報 

     本投資法人は、資産運用事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

 

      （２）関連情報 

       前期（自 平成24年２月１日 至 平成25年１月31日） 

    ①製品及びサービスごとの情報 

       製品及びサービスの区分が単一であるため、記載を省略しております。 

       ②地域ごとの情報 

      ⅰ営業収益 

         本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記載を省略しております。 

  （注）損益計算書の営業収益のうち、有価証券売買等損益を有価証券売却価額に置き換えて判断しておりま

す。 

       ⅱ有形固定資産 

        有形固定資産が存在しないため、記載を省略しております。 

      ③主要な顧客ごとの情報 

      損益計算書の営業収益の10％以上を占める顧客が存在しないため、記載を省略しております。 

 （注）損益計算書の営業収益のうち、有価証券売買等損益を有価証券売却価額に置き換えて判断しております。 
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       当期（自 平成25年２月１日 至 平成26年１月31日） 

    ①製品及びサービスごとの情報 

       製品及びサービスの区分が単一であるため、記載を省略しております。 

       ②地域ごとの情報 

      ⅰ営業収益 

         本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記載を省略しております。 

  （注）損益計算書の営業収益のうち、有価証券売買等損益を有価証券売却価額に置き換えて判断しております。 

       ⅱ有形固定資産 

        有形固定資産が存在しないため、記載を省略しております。 

      ③主要な顧客ごとの情報 

      損益計算書の営業収益の10％以上を占める顧客が存在しないため、記載を省略しております。 

 （注）損益計算書の営業収益のうち、有価証券売買等損益を有価証券売却価額に置き換えて判断しております。 

 

     （３）報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報 

        該当事項はありません。 

 

   （４）報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報 

    該当事項はありません。 

 

   （５）報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報 

     該当事項はありません。 

 

 

15．投資口１口当たり情報に関する注記 

 

前期 

自 平成24年２月１日 

至 平成25年１月31日 

当期 

自 平成25年２月１日 

至 平成26年１月31日 

１口当たり純資産額 2,758円 3,164円 

１口当たり当期純利益金額 316円 406円 

（注１）潜在投資口調整後１口当たり当期純利益金額については、潜在投資口がないため記載しておりません。 

（注２）１口当たり当期純利益金額の算定上の基礎は以下の通りであります。 

 

前期 

自 平成24年２月１日 

至 平成25年１月31日 

当期 

自 平成25年２月１日 

至 平成26年１月31日 

当期純利益金額 134,830千円 172,930千円 

普通投資主に帰属しない金額 － － 

普通投資口にかかる当期純利益金額 134,830千円 172,930千円 

期中平均投資口数 426,060口 426,060口 

 

16．重要な後発事象に関する注記 

 該当事項はありません。 
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（７）【附属明細表】 

（a）有価証券明細表 

① 株式 

イ．公開株式  

取得価額 評価額 
銘柄 

株式数 

（株） 
単価（円） 金額(千円) 単価（円） 金額(千円) 

評価損益 

（千円） 
備考

サンヨーホームズ 21,200 1,000 21,200 666 14,119 △7,080  

日本海洋掘削 800 5,569 4,455 5,280 4,224 △231  

エスクリ 1,300 731 950 1,009 1,311 361  

アイ・ケイ・ケイ 2,700 549 1,482 831 2,243 761  

カルビー 7,600 2,435 18,507 2,377 18,065 △442  

サントリー食品インターナシ

ョナル 
8,800 3,171 27,904 3,355 29,524 1,619  

イートアンド 8,500 1,235 10,497 1,810 15,385 4,887  

八洲電機 29,500 408 12,031 449 13,245 1,213  

クロタニコーポレーション 24,000 638 15,312 596 14,304 △1,008  

マックスバリュ九州 6,000 1,288 7,729 1,681 10,086 2,356  

ハピネス・アンド・ディ 6,400 858 5,488 925 5,920 432  

エー・ピーカンパニー 2,000 2,189 4,377 1,897 3,794 △583  

ＩＣＤＡホールディングス 13,300 1,965 26,130 1,839 24,458 △1,671  

オープンハウス 12,000 2,352 28,226 1,837 22,044 △6,182  

ＡＧＳ 16,800 473 7,950 689 11,575 3,624  

ヒト・コミュニケーションズ 6,000 1,877 11,261 1,810 10,860 △401  

ポールトゥウィン・ピットク

ルーホールディングス 
11,500 1,601 18,414 1,686 19,389 974  

ｅｎｉｓｈ 7,500 2,897 21,729 2,740 20,550 △1,179  

コロプラ 5,300 4,050 21,466 3,650 19,345 △2,121  

ダイト 16,000 1,443 23,088 1,540 24,640 1,552  

大塚ホールディングス 10,000 2,909 29,086 3,146 31,460 2,373  

ポーラ・オルビスホールディ

ングス 
5,700 2,807 16,000 3,440 19,608 3,607  

新田ゼラチン 27,000 1,076 29,060 970 26,190 △2,870  

ジャパンマテリアル 13,000 2,128 27,663 2,093 27,209 △454  

ウチヤマホールディングス 17,200 619 10,644 620 10,664 19  

ユニバーサル園芸社 2,000 2,763 5,525 2,895 5,790 264  

Ｍ＆Ａキャピタルパートナー

ズ 
1,000 5,625 5,625 5,450 5,450 △175  

ウィルグループ 1,000 2,486 2,485 2,351 2,351 △134  
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取得価額 評価額 
銘柄 

株式数 

（株） 
単価（円） 金額(千円) 単価（円） 金額(千円) 

評価損益 

（千円） 
備考

テラプローブ 12,500 1,390 17,371 1,190 14,875 △2,496  

島根銀行 10,900 1,273 13,871 1,336 14,562 690  

全国保証 2,000 3,445 6,890 4,840 9,680 2,789  

Ｐａｌｔａｃ 10,500 1,140 11,970 1,378 14,469 2,499  

アニコム ホールディングス 19,000 1,076 20,449 1,179 22,401 1,951  

鴻池運輸 11,200 1,377 15,420 1,520 17,024 1,603  

日本コンセプト 13,500 2,097 28,314 1,910 25,785 △2,529  

ワイヤレスゲート 7,500 3,849 28,864 3,935 29,512 647  

計 371,200 557,448 562,115 4,666  
 
 

ロ．未公開株式 

 

取得価額 評価額 
銘柄 

株式数 

（株） 
単価（円） 金額(千円) 単価（円） 金額(千円) 

評価損益 

（千円） 
備考

ワイズセラピューティックス株

式会社 
1,250 0 0 0 0 －  

株式会社ランドーナージャパン 100,000 123 12,300 0 0 △12,299  

インタープロテイン株式会社 10,000 0 0 0 0 －  

ワイズ・エー・シー株式会社 1,250 0 0 0 0 －  

日本テレネット株式会社 200 300,000 60,000 300,000 60,000 －  

株式会社ナガオカ 500 130,000 65,000 130,000 65,000 －  

計 113,200 137,300 125,000 △12,299  

株式合計(イ)＋(ロ) 484,400 694,748 687,115 △7,633  

 

② 株式以外の有価証券 

  該当事項はありません。 

 

(b）信用取引契約残高明細表 

 該当事項はありません。 

 

(c）デリバティブ取引の契約額等及び時価の状況表 

 該当事項はありません。 

 

(d）為替予約取引の契約額等及び時価の状況表 

 該当事項はありません。 

 

(e）不動産等明細表 

 該当事項はありません。 

 

(f）商品明細表 

 該当事項はありません。 
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(g）商品投資等取引の契約額及び時価の状況表 

 該当事項はありません。 

 

(h）その他特定資産の明細表 

  上記、a）有価証券明細表以外に本投資法人の主たる投資対象とする特定資産の組入はありません。 

 

(i）繰延資産の償却の状況表 

 該当事項はありません。 

 

(j）投資法人債明細表 

 該当事項はありません。 

 

(k）投資法人債発行費用の償却の状況表 

 該当事項はありません。 

 

(l）投資法人債差額の償却の状況表 

 該当事項はありません。 

 

(m）借入金明細表 

 該当事項はありません。 

 

（参考情報） 

 本投資法人の投資に係る未公開株式等の概要は以下の通りです。 

（投資事業有限責任組合を通じて投資を行った未公開株式等はありません。） 

銘柄 業種 業務内容 

ワイズセラピューティックス株式会社 医薬品 医薬品の研究・開発 

株式会社ランドーナージャパン サービス業
世界的ホテルチェーンであるベストウェスタンインターナショ

ナルの日本における共同開発会社 

インタープロテイン株式会社 医薬品 インシリコ分子設計法を用いた低分子医薬品の研究開発 

ワイズ・エー・シー株式会社 医薬品 医薬品の研究・開発 

日本テレネット株式会社 サービス業
ＦＡＸを用いたＤＭや情報コンテンツの配信サービス、コールセ

ンター業務 

株式会社ナガオカ 金属製品 
石油化学プラント用インターナル、取水用スクリーン・水処理装

置の製造・販売 

 
 


